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札幌大学教職員組合ニュース 

No.16 2021 年 1 月 21 日 札 幌 大 学 教 職 員 組 合 書 記 局  発 行  

組 合 事 務 室 は１号 館 ２階 １２１０です。 Ema i l ：su . t radeun ion@gma i l . com 

組合による教職員への新型コロナ「慰労金」支給

の要求に対する法人からの誠意のない回答 
 

７月３０日団体交渉以来の、新型コロナウイルスの感染再拡大を踏まえた、組合からの

「慰労金」支給要求 

「新型コロナウイルス感染拡大に伴う「慰労金（一律５万円以上）」の支給の要求」について、組合

ニュースＮｏ．１３で報じたように、組合は７月３０日の団体交渉以来ずっと要求を続けています。

すなわち、７月３０日の団体交渉の要求議題では、 

 

課題４．新型コロナウイルス感染拡大に伴う、遠隔授業及びその付帯業務などによる新規労働の

付加に対する「慰労金（一律５万円以上）」の支給について 

 （要求）「慰労金」（仮称）一律５万円の支給を求める。 

 

としましたが、これに対する法人からの回答は「要求の趣旨及び金額の考え方について（他大学の状

況等）説明願いたい」というものでした。そこで、次の９月１７日の団体交渉に先立ち、８月２７日

付け２０２０年札労組－１３号では、以下のように要求し直しました。 

 

議題４．新型コロナウイルス感染拡大に伴う、遠隔授業及びその付帯業務などによる新規労働の

付加に対する「慰労金（一律５万円以上）」の支給について 

（要求）他の大学においては、遠隔授業や在宅勤務など、新型コロナウイルス感染症によって生

じた新たな業務負担に対して、「全教職員に対し、業務負担増大に報いる特別手当の支給、オ

ンライン授業実施に要した経費の実費精算」「遠隔授業臨時手当、在宅勤務等臨時手当」「情報

通信環境整備費」などの名目で、「コロナ慰労金」として一時金が支給されており、社会通念

上問題はない。民間企業も「危険手当」などの支給が実施されている。 

    本学も同様に、全教職員に対して、「慰労金（一律５万円以上）」の支給を要求する。 

 

さらに、９月１７日や１０月２３日、１２月１７日の団体交渉において、他大学の状況として以下の

ような具体例を提示しました。 

 ・東洋大学 新型コロナウイルス感染症に対応した業務環境に対処している大学及び付属学校の専

任教職員及び嘱託職員に対し、一律１万円支給 

 ・武蔵大学 遠隔授業臨時手当として一律１万円（専任教員・非常勤講師共に）、在宅勤務等臨時手

当として一律１万円（専任職員、嘱託職員、臨時職員共に） 

 ・和光大学 大学教員に、１万５千円を上限とする情報通信環境整備費を実費支給 
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 ・神奈川大学 教職員の教育・業務に関する緊急対応への手当として一律２万円支給 

 ・名城大学 新型コロナウイルス感染症に対応した「慰労金」として、教職員（非常勤講師も共に）

一律１万円支給 

 ・高千穂大学 教職員への一律１０００円ベースアップ、コロナ関連手当として教員２万円、職員

１万円支給 

 ・中央大学 増担手当一律１０００円増額、年度末に慰労金支給（専任教職員・非常勤講師共に） 

 ・作新学院大学 冬季一時金５万円増額 

 ・千葉商科大学 全教職員に対し、業務負担増大に報いる特別手当２万円支給、オンライン授業実

施に要した経費の実費精算 上限３万円、通勤定期の払い戻し不能分の補填 

 

 １０月２３日の団体交渉で、課外活動に伴って教職員が新型コロナウイルスに感染した場合の取扱

いについて法人の考えを確認した際に、組合より「秋学期になって対面授業が再開になったことに伴

い、慰労金を支給する理由を「危険手当」としてもいい。そうやって働いている教職員に誠意を示す

ことが必要だ」、「組合は、新型コロナに伴う春学期からの遠隔授業などに伴って新規の業務が発生し

たから、慰労金を要求したが、法人は何だかんだと言い訳をして要求を受け入れないが、秋は対面授

業が始まり、感染リスクが高い中で働いているのだから、危険手当という点からも考えたらどうか」

と指摘し、さらに「組合は５万円にこだわっていない」とも述べました。 

このような団交の席上での発言を次の団交の要求としたのが、組合ニュースＮｏ．１４でお伝えし

た、１１月４日に組合が提出した要求書の要求項目です。 

 

２．２０２０年９月７日付け２０２０年札労組－１４号文書の「議題４」にある新型コロナウイ

ルス感染拡大に伴う、「慰労金（一律５万円以上）」の支給の要求は、元来は、春学期における

遠隔授業及びその付帯業務などによる新規労働の付加に対するものであった。しかし、現在の

札幌圏を中心とした北海道の感染拡大が続き、本学からも感染確認者が判明している。その中

で感染の危険を冒して働く教職員に対して、「危険手当」として全教職員に「慰労金（一律５万

円以上）」の支給を要求する。 

 

教職員がどんなに長時間労働しても慰労する気のない、ケチな法人 
 上記の組合からの要求に対して、法人は次のように回答しました。 

 

３．危険手当の要求に関して 

 多数の者が集まる環境下で仕事をすることは、他の多くの事業所等においても同様であり、

そのような中で、各々が、国や自治体が示す感染防止措置を講じながら、事業活動を行ってい

るところである。 

 危険手当については、従事する業務が著しく特殊性を有し、危険であるものに対して措置す

る手当と理解するが、様々な感染対策を施すなかで行われる授業や事務局の業務等は、危険な

業務に当たらないと考えられており、危険手当の措置は適当でない。 

 他大学において、附属病院で新型コロナウイルス感染症に関連する業務を行う医療従事者に

対し危険手当が措置される例について承知しているが、一般的に行われる授業や業務に当該趣

旨の手当が措置される例について承知しているが、一般的に行われる授業や業務に当該趣旨の

手当が措置される例は確認していない。 

 なお、先の団体交渉で貴組合より危険手当を支給する他大学の事例を紹介され、当該大学に
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問い合わせたが、明確な情報は得られなかった。 

 

 「国や自治体が示す感染防止措置を講じながら、事業活動を行ってい」れば新型コロナウイルスに

感染しないのでしょうか？東京都内では、国会議事堂や議員会館、省庁内で新規感染者が続出し、北

海道内の自治体の中にも、１月に入って北海道庁農政部でクラスターが発生したり、小樽市役所で次々

と新規感染者が判明したりしており、感染防止措置を講じても防ぎようがない状況であっても、法人

は「危険な業務に当たらない」とするのは、感染リスクに対する思考の停止にほかなりません。そも

そも札幌大学独自の感染防止措置を講じてもいいはずなのに、なぜここでも「横並び」なのでしょう

か。このような法人に危機管理ができるのでしょうか。 

 １１月２６日の団体交渉において、組合から「組合が春からずっと出している慰労金支給の回答は

どうなったのか？」と質問したところ、法人からは「組合は慰労金から危険手当に要求を変えたので

はないのか？」と述べたので、「組合が要求しているのは慰労金支給であるのは変わらない。その慰労

金の理由が、春では遠隔授業などによる新規の業務の付加に対する慰労金の要求だったが、秋学期で

は対面授業も始まり、感染リスクが高い中で働いていると背景が変わってきていた。しかし、また遠

隔授業になったのだから、７月から出している慰労金支給の理由という点からはどうなのか？」と改

めて要求しました。 

さらに、組合から「教職員がいくら苦労しようが、危険な思いをしようが、（法人は）金を払いたく

ない、ということか？」と質問すると、法人の労務担当理事は「逆に言えば、組合はお金
が欲しい、ということなんでしょうか？」と、組合を見下した発言をしました。 

 続いて、組合は「危険手当という名称での要求には応じられない、ということだが、慰労金という

形で、５万円以下であっても手当を出すという余地はないのか？」「組合が出しているのはずっと慰労

金だ。理由は何であれ、今までとは違う状況下で仕事しているのだから、ご苦労さんという意味で慰

労金支給を考えないのか、というのを組合は要求している」と述べたところ、法人は「慰労金という

ものに対して、否定的に検討していた」と回答しました。その理由を尋ねたところ、「他大学でやって

いないから」という回答でした。そこで、組合は「そもそも最初に慰労金を出したところは、自分の

大学の状況だけを考えて慰労金支給を決めている。しかし、札幌大学は、札幌大学だけの状況を考え

て、今までとは全然違う働き方なのだから、労に報いるという点で慰労金を支給しようと、どうして

考えられないのか？他大学は関係ないだろう」と指摘しました。 

すると、法人はそれ以外に「新規業務の対応というのは毎年いつも発生しており、その度毎に慰労

金支給ということにならないから」という理由を持ち出しました。これに対して、組合は「確かに毎

年新規業務の発生はあるが、今年の新型コロナウイルスという状況下での新規業務は、これまでとは

業務量が全く違うと思うが、法人は変わらないと思っているのか」と反論し、「新型コロナという未曾

有の状況下で働いている教職員に対して、１０００円でも２０００円でも支払おうというつもりはな

いのか」と要求したところ、法人は「再度検討する」として、次回１２月１７日の団体交渉の前に文

書で回答することになりました。 

 

根拠なき理由を羅列した、法人の誠意のない回答書 
１１月２６日の団体交渉での組合からの慰労金支給の要求に対して、１２月１４日に法人から次ペ

ージのような回答書が来ました。 
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 １２月１７日の団体交渉で、組合は上掲の札大人第１２４号文書の内容について法人に質しました。

例えば、「３．賞与としての観点」で、「人事院勧告も特別給（期末・勤勉手当）はマイナス勧告して

いる状況にある」としていますが、人事院は期末・勤勉手当を４．５カ月から４．４５カ月に０．０

５カ月減じるように勧告しています。一方、札幌大学の期末・勤勉手当は３．８３カ月であり、人事

院勧告よりもはるかに低い支給率です。また、札幌圏の近隣諸大学の期末・勤勉手当も多くが４．０

カ月以上で、札幌大学の期末・勤勉手当の支給率は近隣他大学と比べてもかなり低いのです。 
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そこで、団交では組合から「法人が人事院勧告を持ち出して来たので言うが、人事院勧告よりはる

かに低い支給率の期末・勤勉手当しかもらえない中で、また、近隣諸大学よりかなり低い支給率しか

もらえないのに、それでも私たちは頑張って働いているんだから、法人は慰労金支給しようとは考え

ないのか？ 」、「そもそも人事院勧告の支給率と札幌大学とは違っているのに、人事院勧告では減って

いるとか、他の大学並みの期末・勤勉手当の支給率も出さないで、他の大学では慰労金を払っていな

いとか法人が言うのは、不合理な言い訳だ。人事院勧告の支給率通りに期末・勤勉手当を出さず、他

の大学と同じような支給率の期末・勤勉手当も出さないのに、なぜ慰労金を出さない理由だけ、人事

院勧告や他大学を持ち出すのか？好き勝手に都合のいいところだけ持って来ているだけで、何の根拠

にもならない」と反論しました。 

さらに、組合から「前回の団交では、他大学の状況ではなく、札幌大学の状況から判断して欲しい

と要求したのに、法人が人事院勧告や他大学の状況を持ち出して回答するということは、組合の話を

全く聞いていないということだ」と抗議しました。そして、「今年度の大学生協では、パソコンやカメ

ラなど情報機器の売り上げが前年度の倍以上になっている。それだけ遠隔授業のために教員が多く負

担しているということだ。その点からも慰労金支給を決めて欲しい」「遠隔授業のためにかなり多くの

時間もかかっている」「休日も仕事している」と伝えた上で、「そもそも法人は教職員の労働の実態を

調べたのか？」と質問すると、法人は「特に教員については、把握していない」と回答しました。要

するに、法人は教職員の労働実態を知ろうという気がなく、興味が無いから全く調べてもいないので

す。にもかかわらず、「１．新規業務の付加について」において、「新規業務はこれまでもあったから、

コロナ禍における新規業務に対する慰労金は必要がない」と回答するのです。このような法人の誠意

のない姿勢に対して、組合は「法人は『リモートをやるにしても、通信環境が悪いのにただ働け、給

与も安いけどただ働け』ではないか。これで教職員が定着するはずがない」と指摘しました。 

 

「学生への支援」を理由に持ち出す、誠意のない法人 
回答書には、理由の５番目に学生への就学支援を挙げています。これについては、道内の近隣諸大

学は、以下のように、遠隔授業環境整備を目的として、各大学独自で学生へ一律に支援金を給付して

います。 

大学名 札幌学院 北星学園 酪農学園 天使大 北海学園 北海商科 北海道科学 

給付金額 ５万 ５万 ５万 ５万 ５万 ５万 ３万 

 

北海道文教大 藤女子大 札幌国際 北海道医療大 星槎道都大 千歳リハビリ 旭川大 

５万 ５万 ５万 ５万 ３万、他 ５万 ３万 

学生への支援金の総額は、北海学園大学が５億円だそうです。 

これに対して、札幌大学の就学支援は、近隣諸大学と異なり、「本当に経済的に困窮している学生に

重点的に支援」を目的として、国の修学支援新制度対象額の世帯で、家計主持者の収入が３０％減少

した世帯の学生へ１０万円を給付、自宅外から通学の学生で、アルバイト収入が原則２分の 1 以下に

減少したり、アルバイトできなくなったりした場合に月額２万円を給付、などであり、一律支給は実

施していません。実施の実績をたずねたところ、「人数は分からないが、総額は１５００万」と回答し

ました。 

組合から「なぜ近隣諸大学が学生への一律支給なのに、札幌大学は困窮した一部の学生だけなの

か？」と質問したところ、法人は「一律給付すると、家計が急変していない学生へも給付することに

なるから、それよりは本当に困っている学生に重点的に行おうと判断したから」と述べました。そこ

で、組合は「全ての学生が遠隔授業に対応しなければならず、環境整備のための支出が多かった。だ
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から、他大学は学生への一律給付としていると思うが、なぜ札幌大学は家計の急変した学生だけの給

付で、１５００万円しか出さないのか？」と聞いたところ、法人は「学生の９７％が自宅に Wi-Fi 環

境があり、スマホも含めてほぼ全員が所持している。ＰＣがない学生が１０％いたが、タブレットを

購入して貸し出せるようにした」と回答しました。ちなみに、タブレットとＰＣは１００台用意し、

貸し出しの実績は４０台だそうです。「それで無い人全員に対応できたのか？」と質問すると、「周知

して４０人だから、借りに来ていない人もいるだろう」という答えでした。これに対して、組合は、

タブレットの貸し出しを始めたのが遅かったから、知らない学生がかなりいたこと、大学に来ないと

借りられなかったため、実家に帰って借りに来られなかった学生も多かったことを指摘しました。 

また、組合から「学生も、遠隔授業という普段と異なる環境下で授業を受けているから、その負担

も大きい。なぜ札幌大学はその点を考慮しないのか？」「スマホで見ると言っても画面は小さいし、ス

マホでレポートを作成できるのか？スマホで見ればいいというのはおかしい」とし、「『財源の振り向

け先は、学生を最優先にすべき』と書いてあるが、やっていることがそれを裏付けていないから、非

常に嘘っぽい」と批判しました。 

最後に、組合から「『教職員への慰労金の一律支給は、学生や父母等から理解を得られないこと』と

書いてあるが、これは実際に調べたのか？」と確認すると、法人側は「常勤理事会でそういったこと

が予想されるという考えだ」と答えたので、「それならば、『理解が得られないこと』ではなく、『得ら

れないと思われること』ではないか。」「根も葉もないことを書くことによって、学生や父母と教職員

とを分断させようとしている」と批判しました。 

組合は学生への支援を最優先するのを駄目だと言っているのではありません、むしろ、組合ニュー

スＮｏ．１１でお伝えした通り、組合は昨年５月１日付け２０２０年札労組－８号文書で、法人に対

して学生への緊急支援の一つとして「①全学生向けに、遠隔授業のための環境整備支援金の給付を要

求する。」と要求しています。しかし、法人は学生への支援を最優先にしてもいないのに、それを理由

として持ち出すという詭弁を弄しており、きわめて不誠実です。 

法人は、回答書にある理由以外に、大学の財政状況が厳しいことを挙げました。札幌大学の今年度

の予算では、理事長らの役職手当の支出が前年度よりも１５００万円増えているにもかかわらず、専

任の教職員約１８０人に対して一律１０００円の慰労金すら出せないというのです。したがって、組

合は法人に対して、次回の団体交渉の際に、根拠となる大学の財政状況の資料を付けて、回答書の再

提出を要求しました。 

 

依然として新型コロナウイルス感染リスクが高い今こそ、現場の声を組合へ 
周知のように、１１都府県を対象に再び緊急事態宣言が発令され、北海道も依然として新規感染者

数が増加傾向にある現在、引き続き感染拡大を防ぐための予防措置を取ることが求められます。札幌

大学も入試シーズンに入るので、学生や教職員だけでなく、受験生への感染予防対策の徹底も求めら

れています。 

教職員組合は、本学の持続可能な発展には、そこで働く教職員の健康維持と学生への配慮こそが優

先されるべきであると考えています。そのため、教職員の安全や健康を確保し、職場内の不安や不満

を解消することが、教職員組合の重要な活動の一つと位置付けています。大学への対応等で何か不安

や不満なことがあった場合には、本組合の執行委員等に遠慮なくご相談いただきますよう、どうぞお

願いいたします。教職員組合は、現場で働く教職員の皆さんからの声を団体交渉や要求書を通じて法

人に届けることで、新型コロナウイルス感染による健康被害の防止につなげていきます。 

 


